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（一社）全国ＬＰガス協会 

 

公立小中学校における体育館（避難所）へのＧＨＰエアコンの導入促進について 

                                （お願い） 

 

内閣府において策定している国土強靭化年次計画には、以前より当協会から継続的な

働きかけを行っており、令和４年６月２１日に発表された「国土強靭化年次計画２０２

２」において、「自立・分散型エネルギー」の有用性が記述され、「自家発電設備・ＧＨ

Ｐ空調機等の導入」という文言が記載されました。 

また、当協会では、以前より標記体育館へのＧＨＰエアコン導入の一環として、導入事

例集等を作成し、全国の自治体に配布してきております。 
 

さらに、この度、一層の促進を図るために、同事例集の改訂版を作成し、日本ＬＰガス

協会とともに下記のとおり市区町村の首長等に発送することとしております。 
 

つきましては、都道府県協会及び直接会員におかれましては、各自治体の来年度の予算

編成等に本パンフレットをご活用いただき、導入促進を働きかけていただきますようお

願いいたします 

 
記 

 

１．市区町村の首長、教育委員会及び防災担当部署向けのお願い文書発信 

日協江澤会長と全Ｌ協山田会長連名「公立小中学校における体育館（避難所）へのＬ

Ｐガス仕様ＧＨＰエアコンの導入について（お願い）」（文書添付） 

２. 添付資料 

「ＬＰガス導入事例集」（令和４年１０月発行分） 

  「雑誌ジチタイワークスＧＨＰ導入事例掲載抜き刷りパンフレット」 

３. 到着予定 １１月初旬 

なお、「お問い合わせ先」として裏面に「都道府県協会一覧」を記載しておりますの 

で、ご対応よろしくお願いします。 

 

以 上 

発信手段：Ｅメール 

担当：保安・業務グループ 陣内、岩田 



 
 

各市区町村長 様 

各市区町村教育委員会 様 

各防災担当部署 様 
 

公立小中学校における体育館（避難所）への 

ＬＰガス仕様ＧＨＰエアコンの導入について（お願い） 
 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

 毎年、全国各地で多発する自然災害により、停電時でも発電し、電気が使用できる自立・分散型エネ

ルギーであるＬＰガス仕様ＧＨＰ（ガスヒートポンプ）の有用性が高まっております。 

 この度、ＬＰガス仕様ＧＨＰエアコン（冷暖房）の導入をご提案させていただきます。 

 ＬＰガスは、令和３年１０月に経済産業省が策定・公表した第６次エネルギー基本計画に「最後の砦

」として、平時のみならず緊急時のエネルギー供給に貢献する重要なエネルギー源と記述されておりま

す。さらに６月２１日に発表された「国土強靭化年次計画２０２２」においても、「自立・分散型エネ

ルギー」の有用性が記述され、「自家発電設備・ＧＨＰ空調機等の導入」という文言が記載されていま

す。 

 ＬＰガス仕様ＧＨＰエアコンを導入することは、子供たちの夏の熱中症対策、冬の防寒対策のみなら

ず、「体育館」の使用時にも、子供たちの体育や部活動時の熱中症や防寒対策として、また、災害時に

「体育館」が避難所となった際に、空調システムが完備されていることは避難者のストレス軽減、健康

維持に必要な備えになります。 

 ＬＰガス仕様ＧＨＰエアコンは、電気式エアコンと比べて、以下のような長所を有しております。 

① 系統供給の電気が途絶しても自立して運転できる。 
② 災害時には、空調のみならず非常用電源としても利用できる。 
③ ランニングコストが安く、トータルの経済性に優れている。 
④ 夏場の電力ピークカットに貢献できる。 

 また、都市ガス仕様のＧＨＰエアコンと比べても 

⑤ 配管網途絶の際も、分散貯蔵のＬＰガスは一定期間の備蓄を持ち、災害復興力が高い。 
⑥ 分散化エネルギーであり、供給体制がいち早く構築できる。 
 

 ＬＰガス仕様ＧＨＰエアコンは、電気や都市ガス等の系統供給エネルギーに比べ、災害時に優位性が

あり、東日本大震災や熊本地震等でも実証されています。また熊本地震に際しては、避難所として使用

された施設の約半数が学校でしたが、現在、公立小中学校等の体育館等空調設置率は１５．３％とまだ

まだ整備されていません。政府補助には、経済産業省のＬＰガス災害バルク等の導入補助金、総務省の

緊急防災・減災事業債などがあり、多くの自治体様にご利用いただいております。 

 ＬＰガスは、全国約２，４００万世帯で利用されている国民生活に密着したエネルギーであり、業界

として、地域の防災活動への積極的な参加や支援体制の構築のため、都道府県ＬＰガス協会が都道府県

及び市町村と防災協定を締結しております。（令和４年３月末現在の締結率は９７％） 

 つきましては、以上のことをご勘案の上、同封のＬＰガス導入事例集をご一読いただくとともに、こ

の機会に都道府県ＬＰガス協会（または同協会支部）にご連絡いただき、ＬＰガス仕様ＧＨＰエアコン

の公立小中学校（体育館等）への導入をご検討賜りますようお願い申し上げます。 

敬具 

                                 令和４年１１月   

                                  日本ＬＰガス協会 

                                  会長 江澤 和彦 

                            一般社団法人全国ＬＰガス協会 

                                  会長 山田 耕司 

＜お問い合わせ先＞ 裏面に記載しております。 

  



 
















